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ＩＩ．概要編 

研究課題名・研究番号＝アジア諸国等への日本の３R 体験の移転促進に関する研究

（K22036） 

国庫補助金＝9,952 千円 

研究期間＝平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日 

代表研究者名＝八木 美雄（財団法人 廃棄物研究財団） 

共同研究者名＝大澤 正明（財団法人 日本環境衛生センター） 

        山本 耕平（ダイナックス都市研究所） 

 

１．研究目的 

平成１６年の G8 サミットにおいて日本の提唱した「3R イニシアティブ」を一層進め

るため、平成２０年の G8 環境大臣会合で合意された「神戸３R 行動計画」、アジア等に

おける循環型社会の構築に向けた日本の行動計画「新・ゴミゼロ国際化行動計画」が推

進されている。さらに、平成２０年１０月の第１回東アジアサミット環境大臣会合にお

いて日本が提案した「アジア 3R 推進フォーラム」をベースにして、今後、アジア全体に

おける 3R の推進と循環型社会の構築が図られることとなっている。 

  そのためには、日本における 3R 制度・技術・経験を精査し、アジア諸国等がそれぞれ

の社会・経済・文化等の諸事情に即して、適正にインタプリートした上で伝えられるべ

きである。そこで、平成２０、２１年度に行った日本の３R 体験の変遷に関する研究の成

果を踏まえ、本研究を実施した。 

 

２．研究方法 

文献調査、廃棄物資源循環学会との共催によるセミナー開催等＊を通して、幅広い情

報集積や意見交換に努めながら、平成２０、２１年度の研究で明らかにされた日本の３R

展開を支えてきたもの、国のリサイクルに係る産業政策、自治体の関与指導状況、集団

回収を可能にしてきた町内会、資源回収業界の役割等に焦点を当てて、昭和３０年代の

高度経済成長期以前も含めて時系列的に解析した。 

 ＊①廃棄物資源循環学会との共催セッション「日本の３R 体験を国際貢献に生かすために」 

  （平成 22 年 11 月 6 日、金沢市文化ホール、参加者 50 名） 

  ②３R・循環セミナー「日本の３R 体験～海外に何を伝えるか～」 

  （平成 23 年 2 月 18 日、都道府県会館、参加者 66 名） 

 

また、３R という市民生活に密着した施策を進めるにあたっては、それぞれの国の習慣、

価値観など社会文化的な規範の差異が大きく影響すると考えられるので、在日外国人、

国際協力専門家を対象にアンケート調査を実施し、併せて今までに行ったヒヤリング結

果をもとに、日本とアジア諸国等との社会的、文化的なギャップのもとでの日本の 3R 体

験の移転促進方策について研究を実施した。 
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なお、研究にあたっては、代表研究者、共同研究者に協力研究者を加え、下記のよう

に委員会を組織して５回開催し、幅広く意見・情報を交換しつつ実施した。 

  代表研究者 八木 美雄 （財）廃棄物研究財団専務理事    （総括・行政） 

  共同研究者 大澤 正明 （財）日本環境衛生センター理事   （事業・海外） 

        山本 耕平 ダイナックス都市環境研究所所長   （市民運動） 

  研究協力者 稲村 光郎 廃棄物資源循環学会ごみ研究部会幹事 （リサイクル史） 

        溝入 茂  早稲田大学客員教授（非常勤）    （法制史） 

 

３．結果と考察 

Ａ．産業における３Ｒ  

 途上国における経済レベル等を踏まえると日本の３Ｒ施策を直ちに適用することは不可

能である。そこで、戦前からの日本の産業行政等の変遷の中でリサイクルの歴史的変遷

を明らかにした。鉄くずを例にすると、大正初期から鋼材製造の主原料であり、昭和初

期には戦略物資として輸入され、戦後、主原料としての地位は低下したものの、日本が

鉄くず輸入国から輸出国に転じたのは近年のことである。 

Ｂ．第二次大戦下の３Ｒ 

 総力戦を強いられた第二次大戦下、国家レベルで物資・資源確保のため、“強制的な３

Ｒ”が進められたが、日本のみならず欧米でも同様の状況が見られた。 

戦時下の“強制的な３Ｒ”による節制生活の抑圧からの反動が戦後の使い捨てにつなが

ったものと考えられ、今後、受身的な取り組みから意図的な自主的な取り組みによる３

Ｒへの構築が求められる。 

Ｃ．リサイクルという言葉の誕生と変遷、その意義と課題 

 現在、３Ｒの中でもリサイクルと云う言葉は頻繁に使われているが、その使用が一般化

したのはわずか４０年ほど前である。リサイクルという言葉の普及とともに、リサイクル

率の向上、そして静脈産業としての廃棄物・リサイクル分野の社会的地位向上が図られて

きた。また、３Ｒという言葉の周知度に関する世論調査結果によれば、約半数が聞いたこ

とがないと答えており、キャッチフレーズとしての普及が課題となっている。 

Ｄ．ケーススタディー：エコタウン、ＮＧＯによる３Ｒ経験の移転 

 経済発展の進むアジア地域では、エコタウンに対する関心は高いが、日本のノウハウを

伝えるにあたっては、地域振興というソフトな側面も強調すべきである。 

 途上国において廃棄物処理施設に対する過度の期待があるが、日本の廃棄物処理を特徴

づけるものは排出源での徹底した分別である。それを可能としたものは、市民、行政、事

業者のそれぞれの立場での意識の強さであり、そのための研修協力が求められている。 

Ｅ．日本の３Ｒ体験移転促進に向けたアンケート 

３R という市民生活に密着した施策を進めるにあたっては、それぞれの国の習慣、価値観 

など社会文化的な規範の差異が大きく影響すると考えられるので、在日外国人、国際協力
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専門家を対象にアンケート調査を実施し、併せて今までに行ったヒヤリング結果をもとに、

日本とアジア諸国等との社会的、文化的なギャップのもとでの日本の 3R 体験の移転促進方

策について検討した。 

 

４．結論 

日本の３Ｒ体験の移転促進にあたって考慮すべき事項を風土、習慣、歴史、日本式ビジ

ネスなどの切り口でトピック的にとりまとめた結果は次の通り。 

① 風土：乾燥地域では最終処分場に日本式の遮水工は不要であるように、日本の廃棄物・ 

３Ｒ技術が世界のどこにでも通用するものと過信することは考えものである。 

② 習慣、文化、宗教：日本では不要と判断されて廃棄物となるものでも、経済水準の異な 

る途上国等では十分使用に耐えられるものもあり、また修理して使われているものも多

い。また、途上国では、キリスト教、仏教、イスラム教など宗教が社会に根強く定着し

ているので、宗教団体の協力を得ることで３Ｒ施策を展開できる可能性がある。 

③ 歴史：旧日本軍の侵略等によって一般民衆が巻き込まれた中国、韓国などでは多くの血 

が流されたと云う歴史的事実がある。その認識なしには対等かつ友好的な３Ｒ施策協力

は難しい。 

④ 日本式ビジネス：環境分野での海外展開が叫ばれているが、日本勢は欧米勢に後れを取 

っている。その根底には、日本国内と同様に最上のモノを提供しようとする高スペック・

高コスト志向の日本式ビジネスと、コストに見合った施設・サービスを提供するのが当

然とする合理性を追求する欧米式ビジネスの違いが横たわっていると考えられる。 

 

 日常生活を支えている日本的な文化的背景がもとの３Ｒ体験を移転するためには、“日

本の３Ｒ施策は世界に冠たるもの”という立場を改め、日本そしてそれぞれの国の文化を

冷静かつ沈着に分析することから始めるべきだろう。その際のヒントとして、「タテ社会

の人間関係」で有名な文化人類学者の中根千枝東京大学名誉教授は、日本文化は国際性に

欠けていること、国際社会で日本文化を強制すると云う過ちを知らずに行っていること、

日本人には異質を認めない連続の思想が存在することを鋭く指摘し、国際展開にあたって

の人材育成と対外的システムの確立を提言している。 
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英語概要 

Subject of research＝Study on Transfer of  Japanese 3Rs Experiences to Asian 

Nations 

Chief researcher＝Yoshio YAGI（Japan Waste Research Foundation） 

Joint researcher＝Masaaki OHSAWA(Japan Environmental Sanitation Center） 

                 Kohei  YAMAMOTO  (Dynax Urban Environment Center) 

Abstract＝Through "3Rs initiative agreement" in G8 summit (June,2004), " Strategy 

for an Environmental Nation in the 21st Century "(June,2007) and "Tokyo 3Rs 

Statement towards the Establishment of the Regional 3Rs Forum in Asia"(Nov.2009), 

the Government of Japan declared to transfer Japanese 3Rs scheme to Asian Nations. 

In2008-9FY, Study on Trend of Japanese 3Rs Promotion in terms of 

Administration-system, Engineering and Implementation had been carried out. 

Through 2 year-studies, Japanese 3Rs scheme such as Governmental policy on 

recycling industry ,Leadership of local authority to the regional recycling system and 

Role of the neighborhood association and resource recovery industry to the group- 

recovery-system, have been made clear to be very different from that of Asian nations.  

Therefore, in 2010FY, Study on Transfer of  Japanese 3Rs Experiences to Asian  

Nations has been carried out in order that Japanese 3R scheme has been 

re-investigated to harmonize with their local conditions and Smooth transfer of 

Japanese 3Rs Experiences to Asian Nations  has been investigated through 

questionnaires to foreigners and Japanese experts. 

Consequently, Japanese culture and its gap between that of Asians Nations should be 

identified and confirmed to transfer Japanese 3Rs experiences to Asians Nations 

smoothly. 

Key Word 

Japanese 3Rs scheme , Smooth transfer of Japanese 3Rs Experiences to AsianNations,  

Neighborhood association and Group- recovery-system, Japanese Culture, Culture gap 

 

 




